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１　子の看護休暇の日数等の改正に伴う規則等の整備

(単位：団体）

区　　分 団 体 数 整備済み 未整備

47 47 0

(100.0%) (0.0%)

19 19 0

(100.0%) (0.0%)

1,731 1,496 235

(86.4%) (13.6%)

1,797 1,562 235

(86.9%) (13.1%)

２　短期介護休暇に係る規則等の整備

(単位：団体）

区　　分 団 体 数 整備済み 未整備

47 47 0

(100.0%) (0.0%)

19 19 0

(100.0%) (0.0%)

1,731 1,443 288

(83.4%) (16.6%)

1,797 1,509 288

(84.0%) (16.0%)

　　　２　（　）内は、団体区分中の割合である。

表８　子の看護休暇、短期介護休暇に係る規則等の整備状況
(平成２２年１２月１日現在）

合　　計
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　　　　業法」という。）において、地方公務員に適用される子の看護休暇について日数等が改正（小学校
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